
法令および定款に基づくインターネット開示事項

第27期 (2021年10月１日～2022年９月30日)

① 会社の新株予約権等に関する事項
② 業務の適正を確保するための体制および運用状況
③ 連結計算書類の連結株主資本等変動計算書および連結注記表
④ 計算書類の株主資本等変動計算書および個別注記表

法令および定款第15条の規定に基づき、当社ホームページ(https://ir.mti.co.jp/)に掲載
することにより、株主の皆さまに提供しているものであります。
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会社の新株予約権等に関する事項
① 当期末日に当社役員が有する新株予約権等の状況

第22回新株予約権

新株予約権を有する者の人数 当社取締役 ２名

新株予約権の数 583個

目的となる株式の種類および数 普通株式 58,300株

新株予約権の発行価額 無償

新株予約権の行使価額 678円

新株予約権の行使期間
2019年６月１日から

2022年９月30日まで

第23回新株予約権

新株予約権を有する者の人数 当社取締役 ３名

新株予約権の数 777個

目的となる株式の種類および数 普通株式 77,700株

新株予約権の発行価額 無償

新株予約権の行使価額 690円

新株予約権の行使期間
2020年６月１日から

2023年９月30日まで

第24回新株予約権

新株予約権を有する者の人数 当社取締役 ３名

新株予約権の数 775個

目的となる株式の種類および数 普通株式 77,500株

新株予約権の発行価額 無償

新株予約権の行使価額 621円

新株予約権の行使期間
2021年３月１日から

2024年９月30日まで
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第25回新株予約権

新株予約権を有する者の人数 当社取締役 ４名

新株予約権の数 1,172個

目的となる株式の種類および数 普通株式 117,200株

新株予約権の発行価額 無償

新株予約権の行使価額 756円

新株予約権の行使期間
2022年３月１日から

2025年９月30日まで
（注）社外取締役および監査役は新株予約権を保有しておりません。
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業務の適正を確保するための体制および運用状況

（１） 職務執行の基本方針
当社および当社の子会社（以下、「当社グループ」という。)は、「法令・社会倫理規範の遵守（以下、「法

令等の遵守」という。)」、「各ステークホルダーへの誠実な対応および適切な情報開示」、「透明性が高く、健
全な経営」、「事業活動における企業価値創造を通じた社会への貢献」を職務執行の基本方針とし、コーポレ
ート・ガバナンスを推進します。
この基本方針のもと、会社法および会社法施行規則に定める当社グループの業務の適正を確保するための

体制を整備していきます。

（２） 当社グループの取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
当社は、法令等の遵守を基本方針とし、コンプライアンスに関する規程を制定するとともに、コンプライ

アンス委員会を設置し、取締役会またはコンプライアンス担当取締役から諮問された事項について審議し、
意見を具申しています。また、委員会の運営事務等を行う事務局であるコンプライアンス推進統括室におい
て当社グループのコンプライアンスに関する取り組みを推進しています。
また、代表取締役社長所管の内部監査室では、業務の有効性・効率性の評価を中心とした業務監査活動な

らびに財務報告の信頼性確保に係る内部統制の有効性評価を実施しています。内部監査室は、当該活動状況
を代表取締役社長に報告するとともに、取締役会および監査役会ならびに被監査部門へ報告する体制になっ
ています。
なお、コンプライアンスに関する取り組みは、コンプライアンス推進統括室が中心となり、当社グループ

の各部門との連携により推進しています。
法令上疑義のある行為等について使用人が直接情報提供を行うためのコンプライアンス・ヘルプライン窓

口を設置しています。当社グループの役職員が法令違反の疑義がある行為等を発見した場合は、レポーティ
ングラインまたはコンプライアンス・ヘルプライン窓口経由でコンプライアンス推進統括室および監査役会
に報告する体制を採用しています。そして、報告された内容の重大性に応じて、コンプライアンス推進統括
室または取締役会が当社グループの各部門と連携し再発防止策を策定し、全社的にその内容を周知徹底する
仕組みとなっています。

（３） 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
取締役の職務執行に係る情報については、文書または電磁的媒体（以下、「文書等」という。）にて記録・

保存し、取締役および監査役は、常時これらの文書等を閲覧できる体制になっています。
文書等の管理については、文書管理および情報セキュリティに関する規程ならびに関連する諸規則等に基

づき、実施される体制となっています。

（４） 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
職務執行に係るリスクは、当社の各部門および当社の子会社の権限の範囲内にてリスク分析・対応策の検

討を行っています。特に重要な案件や各部門および子会社の権限を超えるものについては、当社の経営会議
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または取締役会で審議し、意思決定を行うとともに、その後も継続的にモニタリングを実施しています。
さらに、職務執行ならびに財務報告の信頼性に係るリスク管理およびその対応については内部監査室が監

査し内部監査室は当該結果を代表取締役社長に報告するとともに、取締役会および監査役会に報告する体制
となっています。その他の全社的なリスク管理およびその対応についてはコンプライアンス推進統括室が取
組事項を検討および推進し、当該活動状況を取締役会に報告する体制となっています。
また、個別の案件それぞれの評価を行い、これに対応した当社グループ全体の管理を実行していくため、

リスク管理体制に関連する規程を制定し、当社グループ全体のリスクを網羅的･総括的に管理する体制の整
備・強化を行っています。
なお、情報セキュリティの確保・維持のために、情報資産の利用と保護に関する規程を制定するととも

に、情報セキュリティ委員会を設置し、当社グループの経営活動に寄与すべく情報資産の利用・保護体制の
整備・強化を行っています。

（５） 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社グループでは、全社的な目標として中期経営計画および各年度予算を策定し、当社の各部門および当

社の子会社は、この計画を達成するための具体的な施策を立案し、実行しています。
また、効率的な職務執行を推進するため、各取締役の担当部門および職務分担、権限を明確にした上で、

各部門および子会社が実施すべき具体的な施策を検討し、実行しています。
さらに、当社は、定例の取締役会を月１回開催し、重要事項の決定ならびに取締役の職務執行の監督を行

っています。あわせて、経営効率の向上および意思決定のスピードアップを図るため、取締役および執行役
員が中心となって出席する経営会議を月に２～３回開催し、職務執行に関する重要事項について協議を行
い、その協議に基づいて代表取締役社長が意思決定を行っています。

（６） 当社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は、当社の子会社の経営意思を尊重しつつ、当社が定める関係会社管理規程に基づき、一定の事項に

ついては当社に事前協議を求めるとともに、当社の子会社の経営内容を的確に把握するための関係資料等の
提出を求め、必要に応じて当社が当該子会社に対し助言を行うことにより、当社の子会社の経営管理を行っ
ています。
当社経営会議には当社の主要子会社の社長を定期的に参加させ、その経営状況のモニタリングを適宜行っ

ています。また、当社の子会社の管理機能を当社の管理部門に集約することにより、牽制機能を強化してい
ます。今後も引き続き、当社の子会社の経営管理に関する指針の文書化を進め、当社の子会社の管理体制の
整備を行っていきます。
また、当社は業務の適正性を確保するために、内部監査室が業務監査活動を行うとともに、コンプライア

ンス推進統括室および当社グループの各部門との情報交換を定期的に実施していきます。
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（７） 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
監査役の職務を補助する組織として、監査補助を行うための監査役付の使用人を配置するとともに、監査

役会事務局を設置しています。

（８） 前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役付の使用人の人事異動および考課については、事前に監査役会に報告し、了承を得ています。

（９） 監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
当社は、監査役付の使用人に関し、監査役の指揮命令に従う旨を当社の取締役および使用人に周知徹底し

ています。

（10） 取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
取締役は、当社グループに著しい損害を及ぼす恐れのある事実、あるいはコンプライアンスに関する重大

な事実があることを発見した場合、直ちに監査役に報告する体制とし、使用人がこれらの事実を発見した場
合も同様とします。
また、監査役のうち半数以上を社外監査役とし、そのうち１名以上を常勤監査役として、取締役会のみな

らず重要な会議に出席するなど、経営に対する監視機能の強化を図っています。

（11） 監査役への報告者が不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制
当社は、監査役への報告を行った当社グループの取締役、監査役および使用人に対し、当該報告をしたこ

とを理由として不利な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの取締役、監査役および使用人
に周知しています。

（12） 監査役の職務の執行について生ずる費用または償還の処理に係る方針に関する事項
監査役の職務の執行によって生ずる費用のため、年間の監査計画に基づく予算を確保するものとし、監査

役が費用の前払または償還等の請求をしたときには、当該監査役の職務の遂行に必要でないと認められた場
合を除き、当社がこれを負担しています。

（13） その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役会は、代表取締役社長およびEY新日本有限責任監査法人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催して

います。また、当社の各部門および当社の子会社の重要な意思決定および業務の執行状況を把握するため、
監査役は当社の各部門の長および当社の子会社の取締役、監査役および使用人からの個別ヒアリングを必要
に応じて行うとともに、稟議書等の重要文書の閲覧等を行っています。
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（14） 財務報告の信頼性を確保するための体制
財務報告の信頼性を確保するために、代表取締役社長の指示のもと、金融商品取引法に規定された財務報

告に係る内部統制が有効に行われる体制を構築し、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、不
備があれば必要な是正を行っています。

（15） 反社会的勢力への対応
当社グループは、社会の秩序、企業の健全な事業活動の脅威となる反社会的な団体・個人とは一切の関係

を持たず、一切の利益を供与しません。
公益社団法人 警視庁管内特殊暴力防止対策連合会（特防連）に加盟し、特防連会報、特防連ニュース、

および特防連が主催する研修会等への参加により、最新情報の収集を行っています。
また、不当要求防止責任者を設置し、不当要求等が生じた場合は、総務部と法務・知財部を窓口として顧

問弁護士、所轄警察署、特防連等と連携して適切な措置を講じていきます。

上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりです。

① 当社グループの取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
当社は、コンプライアンス関連規程に基づき、コンプライアンス委員会を設置し、取締役会またはコンプ

ライアンス担当取締役から諮問された事項について審議し、意見を具申しています。また、委員会の運営事
務等を行う事務局であるコンプライアンス推進統括室において当社グループの各部門との連携によりコンプ
ライアンスに関する課題の把握とその対応策の策定、再発防止の周知徹底を行っています。
内部監査室では、業務監査活動および財務報告の信頼性確保に係る内部統制の有効性評価を実施し、当該

活動状況を代表取締役社長、取締役会、監査役会および被監査部門へ報告しています。
また、入社時研修のほか、コンプライアンス等に関連する社内研修および外部講師を招いたセミナーの開

催など、継続的な教育を実施しています。

② 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社グループは、リスク管理に関連する規程に基づき、コンプライアンス推進統括室が各部門および子会

社と連携し、リスク管理体制の整備・強化を行っています。重要案件は、経営会議または取締役会で審議・
意思決定を行うとともに、継続的なモニタリングを実施しています。
リスク管理状況については内部監査室が監査し、当該結果を代表取締役社長、取締役会および監査役会に

報告しています。
また、情報資産の利用と保護に関する規程に基づき、情報セキュリティ委員会が情報資産の利用・保護体

制の整備・強化を行っています。
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③ 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社グループは、中期経営計画および各年度予算を策定し、業務分掌・職務権限に関する規程において各

取締役の担当部門および職務分担、権限を明確にし、各部門および子会社が実施すべき具体的な施策を検
討・実行しています。
また、取締役会規程に基づき、定例の取締役会を月1回開催し、重要事項の決定および取締役の職務執行

の監督を行うとともに、効率的な職務執行が行われるよう、経営会議を月に2～3回開催し、年度予算に対す
る業務執行状況、事業環境の分析・将来予測、投資判断等に関わる十分な協議を行っています。

④ 当社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は、関係会社管理規程に基づき、子会社の経営管理を行っています。各子会社における職務権限に関

する規程に定める事項については、当社に事前協議を求めるとともに、当社経営会議に主要子会社の社長を
定期的に参加させるなど、経営状況のモニタリングを行っています。
また、子会社の管理機能を当社の管理部門に集約するとともに、当社の内部監査室による業務監査によ

り、牽制機能の強化を図っています。

⑤ 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役は、取締役会および経営会議その他の重要会議への出席を通じて、必要に応じ意見を述べ、報告を

受けるとともに、職務執行に関する稟議書等の重要文書を閲覧し、取締役および各部門長に説明を求めるな
ど、より健全な経営体制と効率的な運用を図るための助言を行っています。
また、代表取締役社長、EY新日本有限責任監査法人、内部監査室、各部門長、子会社の取締役および監査

役等との情報交換に努め、連携を保ちながら監査の実効性を確保しています。

⑥ 反社会的勢力への対応
当社グループは、公益社団法人 警視庁管内特殊暴力防止対策連合会（特防連）に加盟し、最新情報の収
集を行うとともに、不当要求防止責任者を設置し、不当要求等が生じた場合は、総務部と法務・知財部を窓
口として顧問弁護士、所轄警察署、特防連等と連携して適切な措置を講じる体制を整えています。
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連結株主資本等変動計算書
前連結会計年度（自2020年10月１日 至2021年９月30日）(ご参考)

（単位：千円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当 期 首 残 高 5,138,116 6,551,222 10,707,058 △3,283,663 19,112,733
会計方針の変更による累積的影響額 －

会計方針の変更を反映した当期首残高 5,138,116 6,551,222 10,707,058 △3,283,663 19,112,733
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 59,793 59,793 119,586
剰 余 金 の 配 当 △877,789 △877,789
親会社株主に帰属する当期純損失(△) △1,164,222 △1,164,222
自 己 株 式 の 消 却 △17,941 17,941 －
連結子会社持分の増減 67,757 67,757
持分法適用会社に対する持分変動に伴う自己株式の増減 △16,117 △16,117
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 59,793 109,608 △2,042,011 1,823 △1,870,786
当 期 末 残 高 5,197,909 6,660,831 8,665,046 △3,281,839 17,241,947

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主

持分 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 19,897 △11,666 46,010 54,241 345,299 1,998,309 21,510,583
会計方針の変更による累積的影響額 －

会計方針の変更を反映した当期首残高 19,897 △11,666 46,010 54,241 345,299 1,998,309 21,510,583
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 119,586
剰 余 金 の 配 当 △877,789
親会社株主に帰属する当期純損失(△) △1,164,222
自 己 株 式 の 消 却 －
連結子会社持分の増減 67,757
持分法適用会社に対する持分変動に伴う自己株式の増減 △16,117
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 145,308 17,574 △32,130 130,752 △183,411 1,656,236 1,603,577
当 期 変 動 額 合 計 145,308 17,574 △32,130 130,752 △183,411 1,656,236 △267,208
当 期 末 残 高 165,205 5,908 13,879 184,993 161,887 3,654,545 21,243,375
（注）記載の金額は千円未満を切り捨てて表示しています。
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当連結会計年度（自2021年10月１日 至2022年９月30日）
（単位：千円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 5,197,909 6,660,831 8,665,046 △3,281,839 17,241,947
会計方針の変更による累積的影響額 △1,630,684 △1,630,684

会計方針の変更を反映した当期首残高 5,197,909 6,660,831 7,034,361 △3,281,839 15,611,263
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 20,603 20,603 41,207
剰 余 金 の 配 当 △879,599 △879,599
親会社株主に帰属する当期純損失(△) △930,474 △930,474
自 己 株 式 の 消 却 △24,601 24,601 －
連結子会社持分の増減 112,008 112,008
持分法適用会社に対する持分変動に伴う自己株式の増減 －
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 20,603 108,010 △1,810,074 24,601 △1,656,858
当 期 末 残 高 5,218,512 6,768,841 5,224,287 △3,257,237 13,954,404

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主

持分 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 165,205 5,908 13,879 184,993 161,887 3,654,545 21,243,375
会計方針の変更による累積的影響額 △1,630,684

会計方針の変更を反映した当期首残高 165,205 5,908 13,879 184,993 161,887 3,654,545 19,612,690
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 41,207
剰 余 金 の 配 当 △879,599
親会社株主に帰属する当期純損失(△) △930,474
自 己 株 式 の 消 却 －
連結子会社持分の増減 112,008
持分法適用会社に対する持分変動に伴う自己株式の増減 －
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △89,650 83,582 △67,810 △73,879 △51,113 46,890 △78,102
当 期 変 動 額 合 計 △89,650 83,582 △67,810 △73,879 △51,113 46,890 △1,734,960
当 期 末 残 高 75,554 89,490 △53,931 111,114 110,774 3,701,436 17,877,729
（注）記載の金額は千円未満を切り捨てて表示しています。
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連結注記表

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 28社
㈱メディアーノ
㈱ミュージック・ドット・ジェイピー
㈱コミックジェイピー
㈱ムーバイル
Automagi㈱
㈱ファルモ
㈱カラダメディカ
㈱エムティーアイヘルスケアラボ
MTI TECHNOLOGY Co.,Ltd.
㈱ビデオマーケット
㈱MGSHD
SPSHD㈱
MTI FINTECH LAB LTD
㈱クリプラ
㈱ソラミチシステム
モチベーションワークス㈱
㈱ライズシステム
母子モ㈱
㈱ルナルナメディコ
㈱MT-App
㈱エムティーアイQCC
クラウドキャスト㈱
㈱エムティーアイ・コンサルティング
㈱エムティーアイ・ヘルスケア・ホールディングス
ローカルフォース㈱
AI Infinity㈱
㈱イーグル
㈱LIFEM
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ローカルフォース㈱は、当連結会計年度に当該会社の株式を取得したことにより、連結の範囲に含めてい
ます。
AI Infinity㈱は、当連結会計年度に当該会社の株式を追加取得したことにより、連結の範囲に含めていま

す。
㈱イーグルおよび㈱LIFEMは、新規設立に伴い、当連結会計年度より連結の範囲に含めています。

２. 持分法の適用に関する事項
（1） 持分法を適用した関連会社数 8社

上海海隆宜通信息技術有限公司
㈱スタージェン
㈱スマートメド
㈱Authlete
Mebifarm Holdings Ltd.
㈱昭文社ホールディングス
㈱エムネス
㈱ポケット・クエリーズ

（2） 持分法を適用しない非連結子会社および関連会社のうち主要な会社の名称等
該当事項はありません。

（3） 持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項
持分法適用会社のうち、決算日が異なる会社については、連結決算日現在または連結決算日の前月末日現
在で実施した仮決算により作成した計算書類を使用しています。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、クラウドキャスト㈱の決算日は12月31日、AI Infinity㈱の決算日は11月30日です。
連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算により作成した計算書類を使用してい
ます。なお、その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しています。
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４. 会計方針に関する事項
（1） 重要な資産の評価基準および評価方法

有価証券の評価基準および評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動平均

法により算定しています。)
市場価格のない株式等…主として移動平均法による原価法を採用しています。

（2） 固定資産の減価償却方法
有 形 固 定 資 産…定率法を採用しています。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備に

ついては定額法を採用しています。なお、主な耐用年数は次のとおりです。
建物附属設備 ３～18年
車両運搬具 ３年
工具、器具及び備品 ２～20年

無 形 固 定 資 産…定額法を採用しています。なお、主な償却年数は次のとおりです。
自社利用のソフトウエア ２～５年（社内における利用可能期間）
顧客関連資産 ５年

長 期 前 払 費 用…定額法を採用しています。

（3） 引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金…債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を
計上しています。

役員賞与引当金…役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年
度に見合う分を計上しています。

（4） 退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、期間定額基準によっています。

② 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法によ
り、発生の翌連結会計年度から費用処理しています。

― 12 ―

2022年11月24日 11時55分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



（5） 重要な収益及び費用の計上基準
当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容および当該
履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりです。
取引の対価は、主として履行義務の充足時点から３か月以内に受領しており、重要な金融要素は含んでい
ません。

① 月額サービス
コンテンツ事業におけるセキュリティ関連アプリなどのエンドユーザー向け月額コンテンツサービスの
提供、ヘルスケア事業におけるルナルナなどのエンドユーザー向け月額コンテンツサービスの提供、自治
体・病院・調剤薬局などへのシステム・サービス提供、その他事業におけるシステム等の保守・運用サー
ビス、などを行っています。
月額サービスでは、顧客へのサービスの提供時点で履行義務が充足したものと捉え、顧客毎に予め定め
た金額により、収益を認識しています。

② ポイント付与型サービス
コンテンツ事業におけるmusic.jpなどの課金時ポイント付与型のサービスの提供を行っています。
ポイント付与型のサービスでは、顧客がポイントを使用することでコンテンツを購入することが可能と
なるため、ポイント付与時は契約負債として処理を行い、顧客がポイントを使用しコンテンツを購入した
時点または失効時に履行義務が充足されるものと判断し、当該時点で収益を認識しています。

③ 請負契約等
その他事業における請負契約によるソフトウエア開発、などを行っています。
請負契約等については、業務の進捗によって履行義務が充足されていくものと判断しており、支配が一
定期間にわたり移転することから、履行義務の進捗に応じて収益を認識しています。進捗度は、原価の発
生が開発の進捗を適切に表すと判断しているため、見積総原価に対する実際発生原価の割合で算出してい
ます。

④ 準委任契約等
その他事業における準委任契約による技術者の役務提供、などを行っています。
準委任契約等では、顧客との契約内容に応じた役務提供を行います。当該履行義務は、毎月定められた
役務を提供することで充足されるものであり、準委任契約に定められた金額に基づき収益として計上して
います。

（6） 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理していま
す。なお、在外子会社および在外持分法適用会社の資産、負債、収益および費用は、当該在外子会社および
在外持分法適用会社の仮決算日における直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における
為替換算調整勘定に含めています。
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（7） のれんの償却方法および償却期間
のれんの償却については、その効果の発現する期間を個別に見積もり、償却期間を決定した上で均等償却
することにしています。

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。)等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該
財又はサービスと交換に受け取れると見込まれる金額で収益を認識することとしています。

収益認識会計基準等の適用による主な変更点は、以下のとおりです。

＜課金時ポイント付与型取引の収益認識＞
当社グループが提供するサービスのうち課金に応じてポイント付与を行う取引について、従来は課金
時に全額を収益として認識していましたが、ポイントに係る収益はポイント使用時または失効時に認識
する方法に変更しました。また、従来は顧客に付与したポイント等の使用により、今後発生する売上原
価について将来発生すると見込まれる額をポイント引当金として計上していましたが、付与したポイン
トを顧客に対する履行義務として識別し、契約負債に計上する方法に変更しています。

＜請負業務等の収益認識＞
従来は検収基準により検収時に売上を計上していた契約のうち、一定の期間にわたり充足される履行
義務については、期間がごく短い契約を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基
づき収益を一定の期間にわたり認識する方法に変更しています。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに
従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連
結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しています。ただし、
収益認識基準第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほ
とんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用していません。
また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び売掛金」
は、当連結会計年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示することとしました。ただし、
収益認識会計基準第89－２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法
により組替えを行っていません。
この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結会計年度の連結損益計算書は、売上高
は191,294千円増加し、売上原価は15,249千円減少し、販売費及び一般管理費は53,728千円減少し、営
業利益は260,272千円増加し、経常利益および税金等調整前当期純利益はそれぞれ47,592千円増加して
います。

― 14 ―

2022年11月24日 11時55分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計算書の
利益剰余金の期首残高は1,630,684千円減少しています。
１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しています。
なお、収益認識会計基準第89-3項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度に係る「収益認識
に関する注記」については記載していません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい
う。)等を当連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項および「金融商品に関する会計基準」
(企業会計基準第10号 2019年７月４日)第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準
等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしています。なお、連結計算書類に与える影
響はありません。
また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記
を行うこととしました。

Ⅲ.会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損損失

１. 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額（うち、モチベーションワークス株式会社に関する金額）
有形固定資産 連結貸借対照表計上金額 193,060千円 (15,076千円)
無形固定資産 連結貸借対照表計上金額 3,790,765千円 (797,984千円)
減損損失 連結損益計算書計上金額 897,949千円 (-千円)

２. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
（1） 算出方法

当社グループでは、継続的に収支の把握がなされている、他の資産または資産グループのキャッシュ・フ
ローから概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す内部管理上の最小単位によってグルーピングを行って
います。減損の兆候が認められる資産グループについては、当該グループから得られる割引前キャッシュ・
フローの総額が帳簿価額を下回る場合、固定資産の帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損
失として計上しています。割引前キャッシュ・フローの総額は、取締役会で承認された各社の事業計画を基
礎としています。
なお、モチベーションワークス株式会社における固定資産について減損の兆候を識別しましたが、将来の
事業計画に基づく割引前将来キャッシュ・フローの総額が資産グループの固定資産の帳簿価額を上回るた
め、減損損失は認識していません。

（2） 主要な仮定
割引前将来キャッシュ・フローの算出に用いた主要な仮定は、過去の実績データ、統計や将来の市場デー
タ、 業界の動向等を織り込んだ各社の営業収益予測等です。
なお、モチベーションワークス株式会社における割引前将来キャッシュ・フローの算出に用いた主要な仮
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定は、将来の獲得学校数です。
（3） 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

上述の見積りや仮定には不確実性があり、事業計画や市場環境の変化により、見積りの前提とした条件や
仮定に変更が生じた場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

Ⅳ．連結貸借対照表に関する注記
関連会社に対する資産

前連結会計年度 当連結会計年度
投資有価証券 4,169,577千円 3,477,604千円

Ⅴ．連結損益計算書に関する注記
１. 販売費及び一般管理費のうち主な費目および金額は次のとおりです。

前連結会計年度 当連結会計年度
販売促進費 105,709千円 67,726千円
広告宣伝費 1,517,849千円 1,580,687千円
役員報酬 389,486千円 439,298千円
給料及び手当 4,691,417千円 5,097,979千円
雑給派遣費 171,708千円 222,568千円
役員賞与引当金繰入額 23,447千円 30,609千円
退職給付費用 145,927千円 161,634千円
福利厚生費 873,926千円 919,852千円
外注費 1,804,188千円 2,136,538千円
支払手数料 3,157,833千円 3,094,464千円
地代家賃 592,952千円 489,816千円
賃借料 9,115千円 9,279千円
減価償却費 1,132,852千円 1,352,559千円
貸倒引当金繰入額 △21,730千円 △32,475千円

２. 減損損失
当連結会計年度（自 2021年10月１日 至 2022年９月30日）
当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しています。

場所
（会社） 用途 種類 金額

（千円）
東京都
新宿区

事業用資産
（コンテンツ事業） ソフトウエア等 237,244千円

東京都
新宿区

事業用資産
（その他事業） ソフトウエア等 523,712千円

東京都
港区

事業用資産
（その他事業） のれん等 136,082千円
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当社グループでは、継続的に収支の把握がなされている、他の資産または資産グループのキャッシュ・フ
ローから概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す内部管理上の最小単位によってグルーピングを行って
います。
また、管理部門等、特定の事業部・サービスとの関連が明確でない資産については共用資産としていま
す。なお、処分予定の資産や事業の用に供していない遊休資産等については、個別に取り扱っています。の
れんについては会社単位でグルーピングを行っています。
その結果、上記に記載の各資産グループの事業用資産については、営業活動から生じる損益が継続してマ
イナスとなる見込み、または割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回ったことから、帳簿価
額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しています。
各資産グループおよびのれんの回収可能価額は使用価値により算定していますが、将来キャッシュ・フロ
ーが見込めない等の事由により、具体的な割引率は算定せず、使用価値を零として減損損失を測定していま
す。
また、のれんについては、取得時の事業計画において想定した超過収益力が見込まれなくなったことか
ら、当該のれんの未償却残高の全額を減損損失として計上しています。

Ⅵ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１. 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普通株式 61,248,200株 64,300株 49,500株 61,263,000株

（変動の事由の概要）
増加数の内訳は、次のとおりです。
新株の発行 49,500株
新株予約権の権利行使による新株の発行による増加 14,800株
減少数の内訳は、次のとおりです。
2022年１月18日開催の取締役会決議による消却 49,500株

２. 新株予約権等に関する事項
回号 株式の種類 目的となる株式の数

第22回新株予約権 普通株式 237,000株
第23回新株予約権 普通株式 262,700株
第24回新株予約権 普通株式 287,000株
第25回新株予約権 普通株式 393,800株
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３. 配当に関する事項
（1） 配当金支払額

決 議 株式の
種類

配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2021年12月18日
定 時 株 主 総 会 普通株式 439,609 8 2021年９月30日 2021年12月20日

2022年５月12日
取 締 役 会 普通株式 439,990 8 2022年３月31日 2022年６月17日

（2） 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の
種類

配当金の
総額
(千円)

配当の
原資

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2022年12月24日
定 時 株 主 総 会 普通株式 440,095 利益剰余金 8 2022年９月30日 2022年12月26日

Ⅶ．金融商品に関する注記
１. 金融商品の状況に関する事項
（1） 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達して
います。

（2） 金融商品の内容およびそのリスク
売掛金に係る顧客の信用リスクは、債権管理規程に沿ってリスク低減を図っています。また、投資有価証
券は定期的に発行会社の財政状態等を把握しています。

（3） 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当社は、経理規程および債権管理規程に従い、営業債権について、取引相手ごとに期日および残高を管
理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っています。
② 市場リスク(金利等の変動リスク)の管理
有価証券および投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し
ています。
③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社は、各グループ会社からの報告に基づき管理部門が適時に資金繰り計画を作成・更新することによ
り、流動性リスクを管理しています。

（4） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価額に基づく価額のほか、市場価額がない場合には合理的に算定された価額が
含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する
ことにより、当該価額が変動することがあります。
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２. 金融商品の時価等に関する事項
2022年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額 時価 差額

投資有価証券
その他有価証券 18,486 18,486 －
関係会社株式 3,274,845 1,595,317 △1,679,527

資産計 3,293,332 1,613,804 △1,679,527
長期借入金 3,929,790 3,929,517 △272
負債計 3,929,790 3,929,517 △272
（※1）「現金及び預金」「受取手形、売掛金及び契約資産」「買掛金」「未払金」「未払法人税等」については、

現金であること、およびこれらの金融商品が短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するもの
であることから、記載を省略しています。

（※2）市場価格のない株式等は、「その他有価証券」には含めていません。当該金融商品の連結貸借対照表計
上額は以下のとおりです。

(単位：千円)
区分 当連結会計年度

非上場株式 373,040

３. 長期借入金の連結決算日後の返済予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

長期借入金 751,780 746,760 737,500 737,500 737,500 218,750
合計 751,780 746,760 737,500 737,500 737,500 218,750

４. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しています。
レベル１の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当

該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価

の算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価： 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
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（1） 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券
株式 1,613,804 － － 1,613,804

資産計 1,613,804 － － 1,613,804

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金 － 3,929,517 － 3,929,517
負債計 － 3,929,517 － 3,929,517

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価
をレベル１の時価に分類しています。

長期借入金
元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定し
ており、レベル２の時価に分類しています。

Ⅷ. その他の注記
（退職給付関係）
１. 採用している退職給付制度の概要

当社および一部の連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を採用しています。
なお、一部の連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債および退職給付費
用を計算しています。
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２. 確定給付制度
（1） 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

前連結会計年度 当連結会計年度
退職給付債務の期首残高 1,381,767千円 1,572,854千円
勤務費用 175,220千円 177,085千円
利息費用 2,763千円 1,549千円
数理計算上の差異の発生額 37,956千円 93,601千円
退職給付の支払額 △24,853千円 △28,930千円
退職給付債務の期末残高 1,572,854千円 1,816,159千円
(注) 簡便法を適用した制度を含みます。

（2） 退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の調
整表

前連結会計年度 当連結会計年度
非積立型制度の退職給付債務 1,572,854千円 1,816,159千円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,572,854千円 1,816,159千円

前連結会計年度 当連結会計年度
退職給付に係る負債 1,572,854千円 1,816,159千円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,572,854千円 1,816,159千円
(注) 簡便法を適用した制度を含みます。

（3） 退職給付費用およびその内訳項目の金額
前連結会計年度 当連結会計年度

勤務費用 175,220千円 177,085千円
利息費用 2,763千円 1,549千円
数理計算上の差異の費用処理額 △8,354千円 △4,136千円
確定給付制度に係る退職給付費用 169,630千円 174,497千円
(注) 簡便法を適用した制度を含みます。

（4） 退職給付に係る調整額
退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりです。

前連結会計年度 当連結会計年度
数理計算上の差異 △46,310千円 △97,738千円
合計 △46,310千円 △97,738千円
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（5） 退職給付に係る調整累計額
退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりです。

前連結会計年度 当連結会計年度
未認識数理計算上の差異 △20,005千円 77,732千円
合計 △20,005千円 77,732千円

（6） 数理計算上の計算基礎に関する事項
当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しています。）

前連結会計年度 当連結会計年度
割引率 0.1％ 0.6％
予想昇給率 2.1％ 1.8％

（企業結合等関係）
（共通支配下の取引）
（会社分割による子会社への事業承継）
１. 取引の概要

当社は2021年10月１日付で、当社のヘルスケア事業の一部である、母子手帳アプリ『母子モ』関連事業
を当社の連結子会社である母子モ株式会社(以下、「母子モ」という)へ会社分割(簡易吸収分割)することによ
り承継(以下、「本会社分割」という)しました。

（1） 対象となった事業
自治体向け母子健康手帳アプリサービスおよびオンライン相談等の企画開発および運営

（2） 企業結合日
2021年10月１日

（3） 企業結合の法定形式
当社を分割会社、母子モを承継会社とする吸収分割(簡易吸収分割)

（4） 結合後企業の名称
母子モ株式会社

（5） 企業結合の目的
当社と株式会社メディパルホールディングス(以下、「メディパル」という)は、医療・ヘルスケア領域の
ICT化を普及・促進し医療・ヘルスケアプラットフォームの構築を実現することを目的に、協業を推進して
います。2021年７月１日付で株式会社エムティーアイ・ヘルスケア・ホールディングスを設立し、当社ま
たは当社連結子会社のヘルスケア事業において、メディパルとの協業が進展している事業を同社に順次集約
させていく方針です。母子手帳アプリ『母子モ』関連事業についてはメディパルとの協業度合いが高く、同
社へ集約することを視野に入れていることから、当社の同事業を母子モに事業承継することとしました。
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２. 実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 2019年１月16日)および「企業結合会計基準及び事業
分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日)に基づき、共通支配下
の取引として処理しています。

（株式取得による企業結合）
当社は2021年12月24日付で、AI Infinity株式会社(以下、「AI Infinity」という)の株式を追加取得し、同
社を連結子会社化しました。

１. 企業結合の概要
（1） 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 AI Infinity株式会社
事業の内容 AI関連製品の開発・販売、AI関連サービスの提供

（2） 企業結合を行った主な理由
AI Infinityは、自然言語処理技術、音声認識技術、画像解析技術を活用したAI関連サービスの開発および
提供を行っています。当社および当社連結子会社のAutomagi株式会社は、同社との協業関係を強化しAI事
業を今後拡大させていくことを目的に、同社の第三者割当増資を当社が引き受けることにより同社株式を追
加取得しました。

（3） 企業結合日
2021年12月24日

（4） 企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得(第三者割当増資)

（5） 結合後企業の名称
変更はありません。

（6） 取得した議決権比率
企業結合直前に所有している議決権比率 17.55％
企業結合日に追加取得する議決権比率 34.01％
取得後の議決権比率 51.56％

（7） 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得することによるものです。

２. 連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
2022年１月１日から2022年９月30日まで
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３. 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
企業結合の直前に保有している株式の企業結合日における時価 50,000千円
取得の対価 現金 200,000千円
取得原価 250,000千円

４. 主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 4,700千円

５. 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
（1） 発生したのれんの金額

149,142千円
（2） 発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものです。
（3） 償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

６. 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 216,047千円
固定資産 6,866千円
流動負債 2,375千円
固定負債 24,655千円

（追加情報）
新型コロナウイルス感染症の拡大は、経済や企業活動に広範な影響を与える事象であり、現時点で当感染症
の収束時期を予測することは困難です。当社グループにおいては、当該感染症の影響は翌連結会計年度以降一
定程度続くものの、業績に与える影響は軽微であると仮定しています。
このような状況のもと、現時点において入手可能な情報に基づき、固定資産の減損会計、繰延税金資産の回
収可能性、有価証券の評価等の見積りを行っていますが、連結計算書類に与える影響は軽微です。
しかしながら、当感染症の感染拡大による影響は不確定要素が多く、今後当社グループを取り巻く状況に変
化が生じた場合は、翌連結会計年度以降の連結計算書類に影響を及ぼす可能性があります。
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Ⅸ. １株当たり情報に関する注記
前連結会計年度 当連結会計年度

１. １株当たり純資産額 318円29銭 256円61銭
２. １株当たり当期純損失(△) △21円28銭 △16円99銭
（注）１．「会計方針の変更」に記載のとおり、「収益認識に関する会計基準」等を適用しています。この結果、当連結会計年度の１

株当たり純資産額が30円29銭減少し、１株当たり当期純損失(△)が０円57銭増加しています。
２.１株当たり当期純損失(△)の算定上の基礎は、次のとおりです。

前連結会計年度 当連結会計年度
親会社株主に帰属する当期純損失(△) △1,164,222千円 △930,474千円
普通株主に帰属しない金額 －千円 －千円
普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純損失(△) △1,164,222千円 △930,474千円

普通株式の期中平均株式数 54,699,877株 54,781,561株

Ⅹ.重要な後発事象に関する注記
（子会社株式の一部売却）
当社は、2022年９月16日開催の取締役会において、当社の連結子会社である母子モ株式会社の株式を、当
社の連結子会社である株式会社エムティーアイ・ヘルスケア・ホールディングスに一部売却することを決議
し、2022年10月20日に譲渡しました。

１. 取引の概要
（1） 結合当事企業の名称及び当該事業の内容

連結子会社の名称 母子モ株式会社

事業の内容
自治体向け母子健康手帳アプリサービスおよびオンライン相談等の企画

開発および運営

（2） 株式譲渡日
2022年10月20日

（3） 企業結合の法的形式
現金を対価とする株式の一部売却

（4） 取引の目的を含む取引の概要
母子モ事業は、株式会社メディパルホールディングスとの協業により全国の市町村への導入が進み、子育
てDXの導入開始も順調であり、株式会社メディパルホールディングスとの協業度合いが高い事業として株
式会社エムティーアイ・ヘルスケア・ホールディングスに統合することを目的としています。
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２. 実施する会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号2019年１月16日)および「企業結合会計基準及び事業
分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号2019年１月16日)に基づき、共通支配下
の取引等として処理します。

３. 非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項
（1） 資本剰余金の主な変動要因

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の一部売却
（2） 非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額

現時点では確定していません。

Ⅺ.収益認識に関する注記
１. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位:千円)
報告セグメント

合計コンテンツ
事業

ヘルスケア
事業

その他
事業 計

売上高
一時点で移転される
財又はサービス 18,262,957 3,924,384 3,438,486 25,625,828 25,625,828
一定の期間にわたり
移転される財又は
サービス

21,645 89,995 741,840 853,481 853,481

顧客との契約から
生じる収益 18,284,602 4,014,379 4,180,327 26,479,310 26,479,310

外部顧客への売上高 18,284,602 4,014,379 4,180,327 26,479,310 26,479,310

２. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書類の作成のための基本とな
る重要な事項に関する注記等」の「４. 会計方針に関する事項 」「（5） 重要な収益及び費用の計上基準」
に記載のとおりです。
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３. 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計
年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期
に関する情報

（1） 契約資産及び契約負債の残高等
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 4,501,674千円

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 4,212,833千円

契約資産(期首残高) 143,557千円

契約資産(期末残高) 81,991千円

契約負債(期首残高) 2,061,238千円

契約負債(期末残高) 2,356,643千円
連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権は、受取手形、売掛金及び契約資産に含まれてい
ます。
当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたものは2,061,238千円
です。
契約負債は、当社が付与したポイントのうち、期末時点において履行義務を充足していない残高等です。

（2） 残存履行義務に配分した取引価格
当社グループにおいては、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、残存履行義務に関
する情報の記載を省略しています。なお、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない
重要な金額はありません。

Ⅻ．前連結会計年度の注記について
前連結会計年度の注記については、参考情報として記載しています。
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株主資本等変動計算書
前事業年度（自2020年10月１日 至2021年９月30日）(ご参考)

（単位：千円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本
剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 5,138,116 4,943,185 379,794 5,322,980 7,462 9,073,859 9,081,321
会計方針の変更による累積的影響額

会計方針の変更を反映した当期首残高 5,138,116 4,943,185 379,794 5,322,980 7,462 9,073,859 9,081,321
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 59,793 59,793 59,793
剰 余 金 の 配 当 △877,789 △877,789
当 期 純 利 益 4,970,526 4,970,526
自 己 株 式 の 消 却 △17,941 △17,941
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 59,793 59,793 △17,941 41,851 － 4,092,736 4,092,736
当 期 末 残 高 5,197,909 5,002,978 361,852 5,364,831 7,462 13,166,595 13,174,058

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本

合計
その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △3,148,852 16,393,566 7,681 7,681 213,875 16,615,123
会計方針の変更による累積的影響額 － －

会計方針の変更を反映した当期首残高 △3,148,852 16,393,566 7,681 7,681 213,875 16,615,123
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 119,586 119,586
剰 余 金 の 配 当 △877,789 △877,789
当 期 純 利 益 4,970,526 4,970,526
自 己 株 式 の 消 却 17,941 － －
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 104,313 104,313 △51,987 52,325
当 期 変 動 額 合 計 17,941 4,212,322 104,313 104,313 △51,987 4,264,648
当 期 末 残 高 △3,130,910 20,605,888 111,994 111,994 161,887 20,879,771
（注）記載の金額は千円未満を切り捨てて表示しています。
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当事業年度（自2021年10月１日 至2022年９月30日）
（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本
剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 5,197,909 5,002,978 361,852 5,364,831 7,462 13,166,595 13,174,058
会計方針の変更による累積的影響額 △1,330,903 △1,330,903

会計方針の変更を反映した当期首残高 5,197,909 5,002,978 361,852 5,364,831 7,462 11,835,692 11,843,155
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 20,603 20,603 20,603
剰 余 金 の 配 当 △879,599 △879,599
当 期 純 損 失 ( △ ) △3,524,129 △3,524,129
自 己 株 式 の 消 却 △24,601 △24,601
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 20,603 20,603 △24,601 △3,997 － △4,403,728 △4,403,728
当 期 末 残 高 5,218,512 5,023,582 337,251 5,360,833 7,462 7,431,963 7,439,426

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本

合計
その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △3,130,910 20,605,888 111,994 111,994 161,887 20,879,771
会計方針の変更による累積的影響額 △1,330,903 △1,330,903

会計方針の変更を反映した当期首残高 △3,130,910 19,274,985 111,994 111,994 161,887 19,548,868
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 41,207 41,207
剰 余 金 の 配 当 △879,599 △879,599
当 期 純 損 失 ( △ ) △3,524,129 △3,524,129
自 己 株 式 の 消 却 24,601 － －
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △91,550 △91,550 △51,113 △142,663
当 期 変 動 額 合 計 24,601 △4,362,521 △91,550 △91,550 △51,113 △4,505,185
当 期 末 残 高 △3,106,309 14,912,464 20,444 20,444 110,774 15,043,683
（注）記載の金額は千円未満を切り捨てて表示しています。
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個別注記表
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１. 資産の評価基準および評価方法
（1） 有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式および関連会社株式 …移動平均法による原価法を採用しています。
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの …時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動平均

法により算定しています。)
市場価格のない株式等 …主として移動平均法による原価法を採用しています。

（2） 棚卸資産の評価基準および評価方法
商 品 …移動平均法による原価法を採用しています（貸借対照表価額は収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定しています。）。
仕 掛 品 …個別法による原価法を採用しています（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定しています。）。
貯 蔵 品 …最終仕入原価法を採用しています（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下

げの方法により算定しています。）。
２. 固定資産の減価償却方法

有 形 固 定 資産 …定率法を採用しています。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備
については定額法を採用しています。なお、主な耐用年数は次のとおりです。
建物附属設備 ３～18年
工具、器具及び備品 ２～20年

無 形 固 定 資 産 …定額法を採用しています。なお、主な償却年数は次のとおりです。
自社利用のソフトウエア ２～５年（社内における利用可能期間）
顧客関連資産 ５年

長期前払 費用 …定額法を採用しています。
３. 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 …債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を
計上しています。

役員賞与引当金 …役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に
見合う分を計上しています。

退職給付引当金 …従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基
づき計上しています。
退職給付引当金および退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。
（1）退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ
せる方法については、期間定額基準によっています。
（2）数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間によ
る定額法により、翌事業年度から費用処理しています。
未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異なりま
す。
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４. 収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容および当該履行義務
を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりです。
取引の対価は、主として履行義務の充足時点から３か月以内に受領しており、重要な金融要素は含んでい
ません。

（1） 月額サービス
コンテンツ事業におけるセキュリティ関連アプリなどのエンドユーザー向け月額コンテンツサービスの提
供、ヘルスケア事業におけるルナルナなどのエンドユーザー向け月額コンテンツサービスの提供、自治体・
病院・調剤薬局などへのシステム・サービス提供、その他事業におけるシステム等の保守・運用サービス、
などを行っています。
月額サービスでは、顧客へのサービスの提供時点で履行義務が充足したものと捉え、顧客毎に予め定めた
金額により、収益を認識しています。

（2） ポイント付与型サービス
コンテンツ事業におけるmusic.jpなどの課金時ポイント付与型のサービスの提供を行っています。
ポイント付与型のサービスでは、顧客がポイントを使用することでコンテンツを購入することが可能とな
るため、ポイント付与時は契約負債として処理を行い、顧客がポイントを使用しコンテンツを購入した時点
または失効時に履行義務が充足されるものと判断し、当該時点で収益を認識しています。

（3） 請負契約等
その他事業における請負契約によるソフトウエア開発、などを行っています。
請負契約等については、業務の進捗によって履行義務が充足されていくものと判断しており、支配が一定
期間にわたり移転することから、履行義務の進捗に応じて収益を認識しています。進捗度は、原価の発生が
開発の進捗を適切に表すと判断しているため、見積総原価に対する実際発生原価の割合で算出しています。

（4） 委任契約等
その他事業における準委任契約による技術者の役務提供、などを行っています。
準委任契約等では、顧客との契約内容に応じた役務提供を行います。当該履行義務は、毎月定められた役
務を提供することで充足されるものであり、準委任契約に定められた金額に基づき収益として計上していま
す。

５. のれんの償却方法および償却期間
のれんの償却については、その効果の発現する期間を個別に見積もり、償却期間を決定した上で均等償却
することにしています。
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Ⅱ．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。)等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又
はサービスと交換に受け取れると見込まれる金額で収益を認識することとしています。

収益認識会計基準等の適用による主な変更点は、以下のとおりです。

＜課金時ポイント付与型取引の収益認識＞
当社グループが提供するサービスのうち課金に応じてポイント付与を行う取引について、従来は課金時
に全額を収益として認識していましたが、ポイントに係る収益はポイント使用時または失効時に認識する
方法に変更しました。また、従来は顧客に付与したポイント等の使用により、今後発生する売上原価につ
いて将来発生すると見込まれる額をポイント引当金として計上していましたが、付与したポイントを顧客
に対する履行義務として識別し、契約負債に計上する方法に変更しています。

＜請負業務等の収益認識＞
従来は検収基準により検収時に売上を計上していた契約のうち、一定の期間にわたり充足される履行義
務については、期間がごく短い契約を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき
収益を一定の期間にわたり認識する方法に変更しています。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに
従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年
度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しています。ただし、収益認識
基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべて
の収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用していません。
また、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び売掛金」は、当
事業年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示することとしました。ただし、収益認識会
計基準第89－２項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法により組替えを
行っていません。
この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当事業年度の損益計算書は、売上高は
292,714千円増加し、売上原価は81,328千円増加し、販売費及び一般管理費は53,728千円減少し、営業
利益、経常利益および税引前当期純利益はそれぞれ265,114千円増加しています。
当事業年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、株主資本等変動計算書の利益剰余
金の期首残高は1,330,903千円減少しています。
１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しています。
なお、収益認識会計基準第89-3項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度に係る「収益認識に関
する注記」については記載していません。
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（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい
う。)等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項および「金融商品に関する会計基準」(企
業会計基準第10号 2019年７月４日)第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等
が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしています。なお、計算書類に与える影響はあ
りません。

Ⅲ．表示方法の変更に関する注記
（貸借対照表関係）
前事業年度において、「流動資産」の「その他」に含めていた「短期貸付金」は、金額的重要性が増した
ため、当事業年度より独立掲記しています。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の計算書類
の組替えを行っています。
この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「その他」に表示していた1,131,749千円
は、「短期貸付金」1,025,000千円、および「その他」106,749千円として組み替えています。

Ⅳ．会計上の見積りに関する注記
関係会社投融資の評価

１. 当事業年度の計算書類に計上した金額
当事業年度末（うち、モチベーションワークス株式会社に関する金額）
関係会社株式 5,690,759千円 (100,600千円)
関係会社に対する貸付金 3,915,000千円 (1,650,000千円）
関係会社に対する貸付金にかかる貸倒引当金 1,980,801千円 (949,097千円）

２. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
（1） 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

当事業年度の貸借対照表において計上される関係会社株式は取得原価をもって貸借対照表価額としていま
すが、当該株式の発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下したときは、相当の減額を行い、
評価差額は当期の損失として処理を行います。ただし、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合
には、期末において相当の減額をしないことも認められています。
関係会社に対する貸付金については、関係会社の財政状態の悪化により回収可能性に疑義が生じた場合に
は債権の区分に基づき貸倒引当金を計上しています。
なお、モチベーションワークス株式については、事業計画に基づいて実質価額の回復が十分可能であると
見込まれることから、減損処理を実施していません。また、モチベーションワークス株式会社に対する貸付
金については、当事業年度末における純資産の金額を基礎として貸倒引当金を計上しています。

― 33 ―

2022年11月24日 11時55分 $FOLDER; 34ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



（2） 主要な仮定
財政状態の確認には、各関係会社の決算日までに入手し得る直近決算時の純資産額を使用しています。当
該純資産に重要な影響を与える事象の発生があった場合は、当該事象を織り込んだ価額を使用しています。
また、回復可能性については各関係会社で作成され、取締役会で承認された事業計画に基づいて判断してい
ます。
なお、モチベーションワークス株式会社の事業計画における主要な仮定は、将来の獲得学校数です。

（3） 翌事業年度の計算書類に与える影響
主要な仮定には不確実性があり、事業計画や市場環境の変化により、見積りの前提とした条件や仮定に変
更が生じた場合、翌事業年度以降の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

Ⅴ．貸借対照表に関する注記
関係会社に対する金銭債権および金銭債務

前事業年度 当事業年度
短期金銭債権 1,230,374千円 2,950,403千円
長期金銭債権 1,480,000千円 1,210,000千円
短期金銭債務 175,213千円 170,608千円

Ⅵ．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

前事業年度 当事業年度
営業取引（収入分） 1,177,138千円 1,601,130千円
営業取引（支出分） 1,336,717千円 1,299,853千円
営業取引以外の取引（収入分） 5,721,189千円 69,933千円
営業取引以外の取引（支出分） 118,935千円 119千円
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Ⅶ．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式に関する事項

当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式 6,297,034株 3,500株 49,500株 6,251,034株

（変動の事由の概要）
増加数の内訳は、次のとおりです。
譲渡制限付株式の無償取得による増加 3,500株
減少数の内訳は、次のとおりです。
2022年１月18日開催の取締役会決議による消却 49,500株

Ⅷ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の主な発生原因の内訳

前事業年度 当事業年度
（繰延税金資産）
貸倒引当金 89,197千円 619,831千円
賞与引当金 105,541千円 112,299千円
ポイント引当金 35,334千円 －千円
ソフトウエア 514,375千円 611,202千円
投資有価証券 282,830千円 281,589千円
関係会社株式 1,715,406千円 2,869,943千円
契約負債 －千円 588,982千円
退職給付引当金 480,475千円 520,857千円
未払事業税 106,366千円 －千円
その他 583,140千円 595,974千円
評価性引当額 △2,163,208千円 △3,534,346千円
繰延税金資産計 1,749,461千円 2,666,334千円
（繰延税金負債）
未収事業税 －千円 △5,789千円
その他有価証券評価差額金 △5,269千円 △7,308千円
繰延税金負債計 △5,269千円 △13,098千円
（繰延税金資産純額） 1,744,191千円 2,653,236千円
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Ⅸ. 関連当事者との取引に関する注記
子会社および関連会社等

種類 会社等
の名称 所在地

資本金
または
出資金
(千円)

事業の内容
または職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連
当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)

子
会
社

AI Infinity㈱ 東京都
港区 26,450

AI関連製品の
開発･販売、AI
関連サービス
の提供

(所有)
直接
54.95％

出資の
引受

増資の
引受 200,000 － －

母子モ㈱ 東京都
新宿区 85,000

母子健康手帳
アプリサービ
ス事業等

(所有)
直接
100％

役員の
派遣

事業
譲渡 271,000 － －

㈱MGSHD 東京都
新宿区 10,000 有価証券の保有および運用

(所有)
直接
100％

資金の
貸付
役員の
派遣

利息の
受取 14,148

短期
貸付金 595,000

長期
貸付金 340,000

SPSHD㈱ 東京都
新宿区 10,000 有価証券の保有および運用

(所有)
直接
100％

資金の
貸付
役員の
派遣

利息の
受取 12,094

短期
貸付金 160,000

長期
貸付金 660,000

モチベーション
ワークス㈱

東京都
新宿区 100,000

教育プラット
フォームの
開発・運営

(所有)
直接
100％

資金の
貸付
役員の
兼任

資金の
貸付 11,450,000

短期
貸付金 1,650,000資金の

回収 10,250,000

利息の
受取 33,779

(注)１．取引条件および取引条件の決定方針等
資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。
事業譲渡については、当社および対象会社以外の第三者による事業価値算定報告書を勘案して決定し
ています。
増資の引受については、子会社が行った増資を引受したものです。

２．㈱MGSHDの貸付金に対し441,581千円の貸倒引当金を設定しています。また、当事業年度において
350,810千円への貸倒引当金繰入額を計上しています。

３．㈱SPSHDへの貸付金に対し285,303千円の貸倒引当金を設定しています。また、当事業年度において
285,3030千円の貸倒引当金繰入額を計上しています。

４．モチベーションワークス㈱への貸付金に対し949,097千円の貸倒引当金を設定しています。また、当
事業年度において825,473千円の貸倒引当金繰入額を計上しています。
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Ⅹ．１株当たり情報に関する注記
前事業年度 当事業年度

１. １株当たり純資産額 377円02銭 271円45銭
２. １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失(△) 90円56銭 △64円10銭
(注)１．「会計方針の変更」に記載のとおり、「収益認識に関する会計基準」等を適用しています。この結果、当

事業年度の１株当たり純資産額が20円85銭減少し、１株当たり当期純損失(△)が3円34銭減少してい
ます。

２．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失(△)の算定上の基礎は、以下のとおりです。
前事業年度 当事業年度

当期純利益又は当期純損失(△) 4,970,526千円 △3,524,129千円
普通株主に帰属しない金額 －千円 －千円

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△) 4,970,526千円 △3,524,129千円

普通株式の期中平均株式数 54,885,428株 54,980,800株

Ⅺ．その他の注記
(企業結合等関係)
連結注記表の「その他の注記(企業結合等関係)」に同一の内容を記載しているため、注記を省略していま
す。

(追加情報)
連結注記表の「その他の注記(追加情報)」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しています。

Ⅻ．重要な後発事象に関する注記
(共通支配下の取引)
連結注記表の「重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略していま
す。

ⅩⅢ．収益認識に関する注記
１. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「４. 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

ⅩⅣ．前事業年度の注記について
前事業年度の注記については、参考情報として記載しています。
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